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１ はじめに 

 2011 年３月に発生した東北地方太平洋沖地震は，これまでの想定をはるかに超える巨大な地震・津波によ

り，一度の災害で戦後最大の人命が失われるなど甚大な被害をもたらした．この地震による津波被害は従来の

被害想定見直しの契機となり，静岡市の津波による死者数も震災前の20人から12,600人と大幅に増加1）した． 

 本研究は，津波と洪水の危険性がともに想定されている沿岸部において，災害に対する地域住民の認識を明

らかにし，今後の避難体制や啓発活動のあり方に資することを目的として実施した． 

２ 調査手法 

 調査対象地域は，静岡県静岡市の沿岸部である．当該地域は駿河湾に面しており，広い範囲が津波浸水想定

区域に含まれ，陸域への浸水開始時間は10 分足らずと想定されている．また，洪水予報河川や水位周知河川

の河口部にもあたり，洪水による浸水想定区域も存在している． 

 調査対象者は，駿河区の長田南小学校，川原小学校，中島小学校及び南中学校，清水区の袖師小学校，興津

小学校に通学する児童･生徒の保護者とし，学校を通じて調査票を配布・回収した．調査票の配布は平成27年

９月から12月で回答期間は１週間程度とした．配布対象1,757名に対し回答は1,383名（回収率78.7%），住

所の記入があったものは536名で回収率は30.5%（回答者に占める回答率は38.8%）である． 

 住所記入者の回答は，居住地が津波又は洪水浸水想定区域の内外で分類し集計を行った．浸水想定区域の判

断及び想定浸水深には，平成26年４月にWeb版静岡市防災情報マップ2)に掲載されている各被害想定を用い

た（平成27年12月現在で内容に変更はない）．なお，住所記入者536名のうち浸水想定区域に含まれるのは，

津波が203名（37.9%），洪水が302名（56.0%）である．以下，これら住所記入者についての集計結果を示す． 

３ 調査結果 

3.1 災害に対する地域及び自宅の危険度認知 

 自分が居住する地域（小学校区）及び自宅が襲われる可能性がある災害の危険性について尋ねた．津波又は

洪水の浸水想定区域内居住者がそれぞれの災害に対し認識している危険度を図１及び２に示す．地域に対して

は，危険側（「危険」及び「やや危険」）の回答が津波で97%，洪水で68%を占めた．自宅が被災する可能性に

ついては，津波が88%と高い値を示したのに対し，洪水は30%にとどまった． 

 

     図１ 地域に対する危険度認識           図２ 自宅が浸水･流出する可能性 



3.2 自宅の危険度認知と想定浸水深 

 津波･洪水それぞれの浸水想定区域内居住者について，縦軸をハザードマップの想定浸水深区分，横軸をそ

れぞれの浸水深における自宅が被災する可能性として比較した（図３，４）．いずれも浸水深が深いほど危険

側の回答が増える傾向にあるが，津波が浸水深0.5m未満の居住者でも危険側の回答が８割を超えるのに対し，

洪水は浸水深が１m以上の地域でも危険側の回答は４割に満たない． 

 

    図３ 津波危険度認知と津波想定浸水深       図４ 洪水危険度認知と洪水想定浸水深 

3.3 災害情報への行動意向 

 津波浸水想定区域内居住者に，地震発生後の行動意向について尋ねた．強い地震のあと，「津波警報」や「避

難勧告」が発表された場合，すぐに避難す

るとの回答が７割以上となったが，震度５

強程度の揺れで避難するのは 24%にとど

まった． 

 また，洪水浸水想定区域内居住者に，大

雨による「避難勧告」を発表された場合の

行動意向を尋ねたが，すぐに避難するとの

回答は20%であった． 

                           図５ 浸水想定区域内居住者の行動意向 

４ まとめ 

 津波浸水想定区域内居住者の津波に対する危険度認知は極めて高く，自宅が浸水･流出する可能性が「非常

に高い」と考える回答が６割となった．また，「非常に高い」割合は，想定浸水深に応じて高くなることから，

認知も正しい傾向といえる．しかし，津波の浸水開始時間が極めて短い地域にもかかわらず，地震発生後に「す

ぐに避難する」割合が低いことから，地域特性にあわせた啓発の必要性が明らかとなった． 

 一方，洪水は，自分が居住する地域に対する危険度認知こそ約７割だが，自宅が被災する可能性についての

認識は津波に比べ極めて低く，地域としての危険性は認識しつつも自宅については楽観的な見通しが持たれて

いるといえる．また，大雨が降って「避難勧告」が発表された場合，洪水浸水想定区域内居住者が「すぐに避

難する」回答もわずか２割にとどまり，大雨時の単なる「避難勧告」は直接的な避難行動につながりにくいこ

とが示唆された． 
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